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今日の企業経営においてインタンジブルズ（intangibles；無形の資産１）
の重要性は無視できない。経済価値，企業価値の源泉が有形の資産から
無形の資産であるインタンジブルズへと移っていくのに伴い，経営にお
けるマネジメントの重点も有形の資産からインタンジブルズへと移行し
ていくと思われる。特許権に代表される，貸借対照表にオンバランスさ
れる知的資産のほか，ブランドや顧客情報，人的資産といった，伝統的
な意味で無形資産とはいえないものを含め，総称してインタンジブルズ
と呼ばれる（櫻井，２００９，４３ページ）。具体的には，ブランド，レピュ
テーション，顧客エクイティ，ITとデータベース，従業員のスキルと
論 説
インタンジブルズとしての
人的資源の管理と管理会計
―統合的業績管理システム研究における意義と課題―＊
内 山 哲 彦
＊本稿は，日本管理会計学会２００９年度全国大会（於 亜細亜大学）での自由論題報
告に加筆修正したものである。報告に際し，司会の石崎忠司先生（中央大学）を
はじめ，櫻井通晴先生（城西国際大学），西村優子先生（青山学院大学）より大
変に有意義なご質問とご助言をいただいた。記して感謝申し上げたい。
１）「資産」という言葉には，貸借対照表にオンバランスされるものとしての意味
と，将来の経済的便益をもたらすものとしての意味とがある。後者は，前者
のメタファーとして資産と呼ばれていると解釈できる。現在，インタンジブ
ルズのほとんどは貸借対照表にオンバランスされないため，「無形の資産」と
呼ばれる際には，後者の意味で資産と呼ばれていると考えられる。
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モチベーションなどが挙げられる。
インタンジブルズについて，その定義や区分に必ずしも定まったもの
はない。またそれらをどのように測定するかについても，今もって必ず
しも定まったものがあるとはいえない。BlairとWallmanによると，イ
ンタンジブルズとは，「財の生産もしくはサービスの提供に貢献するか，
それに用いられる非物的な要因，またはこれら要因の利用をコントロー
ルする個人もしくは企業に対して将来の生産的便益を生み出すと期待さ
れる非物的な要因」（Blair and Wallman,２００１, p.３）とされる。また，
Levによると，「イノベーション（新発見），独自の組織デザイン，また
は人的資源制度によって生み出される無形の価値源泉（将来のベネ
フィットに対する請求権）」（Lev,２００１, p.７）とされる。
論者の定義を整理すると，インタンジブルズには次の３つの要件があ
ると考えられる。第１に，非物的要因であること。第２に，短期的には
財の生産やサービスの提供に貢献し，長期的には将来の経済的便益を生
み出すと期待されること。そして第３に，これらの要因をある程度コン
トロールできることである。
このようなインタンジブルズの管理上の特徴として，次の２点を指摘
することができる。第１に，どのように創造され，利用されるかにより
価値が異なる。取り分け，その価値が戦略に依存する。第２に，他の資
産と結びついて価値をもたらすため，そのマネジメントにおいては複合
的なマネジメント・システムが求められる。すなわち，インタンジブル
ズのマネジメントにおいては，インタンジブルズを戦略的かつ統合的な
マネジメント・システムにどのように組み入れるかが大きな課題となる。
そこで本稿では，先述したインタンジブルズのうち，人にかかわるも
の，具体的には人及び人的組織の持つ知識や能力，高い動機づけに焦点
を当て，戦略的マネジメントに資する，インタンジブルズとしての人的
資源の管理を組み込んだ統合的業績管理システムの構築における意義と
インタンジブルズとしての人的資源の管理と管理会計
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課題について検討する。なお，本稿では，人にかかわるインタンジブル
ズとして「人的資源」という言葉を用いるが，参照する先行研究での呼
称をそのまま用いることもあり，「人的資源」，「人的資産」，「人的資本」
という言葉を特に区別せずに用いていることをお断りしたい。
 問題の所在―本研究の目的と位置づけ―
一般論として，人材（個人・組織の知識や能力，コミットメント）の
良しあしは，少なくとも長期的には組織のパフォーマンス，財務業績や
企業価値，コーポレート・レピュテーションを左右すると考えられる。
筆者がかかわった２つの企業アンケート調査でも，上記の考えを支持す
る結果が得られている。「慶應義塾大学経商連携グローバルCOE調査」２）
では，従業員の採用や教育・研修への投資と財務業績，企業価値との結
びつきについて，短期的な収益・利益の向上（６点スケールで，平均値
３．５１）よりも，長期的な企業価値の向上（同，平均値５．０４）の方がより
強く意識されていることが明らかにされている。また，「日本会計研究
学会スタディ・グループ レピュテーション・マネジメントに関する調
査」３）の結果によると，コーポレート・レピュテーションとのかかわり
について，経営者と並び，従業員のレピュテーションへの貢献度が最も
高いと認識されており，また，経営理念と経営戦略それぞれの従業員へ
の伝達がコーポレート・レピュテーションに及ぼす影響が強く認識され
ている。
２）調査対象は東京証券取引所１部２部上場企業（金融を除く）２，０３５社，調査時
期は２００８年１１月，回答依頼は会計部門もしくは経理部門，有効回答数１０１社
（回収率５．０％）。当研究資金に感謝申し上げる。
３）調査対象は東京証券取引所１部上場企業の中から１，０６２社を選定，調査時期は
２００９年１月から２月，質問票はCSR・IR担当，知財担当，広報担当，経営企
画担当，財務担当，監査担当等の責任者に個人名で送付，有効回答数１２４社
（回収数１３４社，回収率１２．６％）。
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このような実務家の間での認識にもかかわらず，重要な人的資源の管
理について管理会計の視点から行われた研究は決して多くはない。１９６０
年代から７０年代にかけて，「人的資源会計（human resource account-
ing）」をめぐる研究の中で，Likertらによる，人的組織の経済的価値の
測定に取り組んだ研究（Likert,１９６７; Brummet et al.,１９６８）や，Flam-
holtzやLevとSchwartzによる，組織のなかでの個人の経済的価値の測
定に取り組んだ研究（Flamholtz,１９７１,１９７２; Lev and Schwartz,１９７１）
が存在する４）。
会計的視点による人的資源の位置づけについては，図表１のように示
すことができる。すなわち，人的資源の構築に向けては，まず有為な人
材の採用と教育訓練により，個人の知識や能力，動機づけの向上を図る。
当然にこれにはコストが発生する５）。このような個人の持つ高度な知識
や能力，高い動機づけが組織としての知識・能力・動機づけを高める。
そして，それらが組織，企業全体としての成果を生み出すことにつなが
る。この成果が会計的に測定されると，売上高や利益額となって現れる。
ただし，かつて追究された人的資源会計の研究と，今日求められるイ
ンタンジブルズとしての人的資源の管理の研究との間には，図表２に示
されるような，いくつかの違いが認められる。
４）また，これら諸研究を整理したものにAmerican Accounting Association
（１９７３）（１９７４），若杉（１９７３）（１９７９）がある。
５）従業員にかかわるコスト（マンパワー・コスト）の体系的研究を試みたもの
として西澤（１９９０）がある。
図表１ 会計的視点による人的資源の位置づけ
インタンジブルズとしての人的資源の管理と管理会計
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人的資源会計の研究では，人的資源の範囲として個人または人的組織
のどちらか一方が扱われる。すなわち，両者を包括的に扱う研究は見ら
れず，いずれを扱うかは，研究者の関心がどちらにあるかに依存する。
また，研究の焦点は人的資源の経済的価値の測定に置かれている。そし
て，研究対象としての人的資源を単体で扱っている。
これに対し，本稿が主題とするインタンジブルズとしての人的資源の
管理の研究においては，まず，人的資源の範囲として個人及び人的組織
をともに考える。また，研究の焦点は人的資源の戦略的マネジメントに
置かれる。したがって，研究対象も戦略や他のマネジメントを含めた統
合的マネジメント・システムとなる。このような諸点に，インタンジブ
ルズとしての人的資源の管理についての研究の特徴が見出される。
このような研究では，人的資源と財務業績，企業価値とのつながりの
モデル化や実証が試みられるが，それは容易ではない。理由として，次
のようなことが挙げられる。第１に，人的資源の良しあしと財務業績や
企業価値の良しあしとの関係は，多くの場合間接的であり，その因果関
係の連鎖には他の要素も関係する。取り分け，両者のつながりは戦略に
大きく依存する。第２に，人的資源が財務業績・企業価値に対して与え
る影響は長期的なものとなる。いうまでもなく，人的資源に関するもの
図表２ 人的資源会計の研究と，インタンジブルズとしての人的資源の管理
の研究
人的資源会計
インタンジブルズとしての
人的資源の管理
人的資源の範囲 個人または人的組織 個人及び人的組織
研 究 の 焦 点
人的資源の経済的価
値の測定
人的資源の戦略的マネジメント
研 究 の 対 象 人的資源単体
戦略・他のマネジメントを含めた
統合的マネジメント・システム
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が先行指標として現れ，財務業績・企業価値に関するものが遅行指標と
して現れるが，両者のタイムラグは一般に長期にわたり，これは両者の
つながりを調査等により実証する際に大きな障害となる（Wright and
Haggerty,２００５）。第３に，人的資源の貢献を何とするかによって，人
的資源に対して求められるものが異なってくる。この問題は企業の目的
そのものを何と考えるかというテーマに行き着き，それは時に思想的な
判断を含む問題となる。そして第４に，従来，人的資源に関する研究は
一般に人事・労務管理論の領域において行われ，他方，財務業績や企業
価値に関する研究は一般に会計学，特に管理会計論の領域において行わ
れてきた。そのため，両研究領域を包摂する学問的成果の蓄積が極めて
乏しいという現状を指摘できる。
このように，解決すべき多くの問題があるものの，しかしインタンジ
ブルズが高い重要性を有する今日の知識経営を前提とすれば，人的資源
の価値を業務プロセスの改善や顧客価値の向上といった組織全体のパ
フォーマンス，さらには財務業績，企業価値へとつなげるマネジメント
の可視化，すなわち仕組みのモデル化とその検証とに取り組む必要は論
を待たない。それは，人的資源管理論，管理会計（業績管理）論，戦略
論等にまたがる新たな学際的研究が求められることを意味する。
そこで本稿では，戦略的マネジメントに資する，インタンジブルズと
しての人的資源の管理を組み込んだ統合的業績管理システムの構築に向
け，そこでの意義と研究課題を検討する。具体的には，次の２点につい
て考察する。第１に，インタンジブルズとしての人的資源の意義と管理
上の特有の問題を明らかにする。これは続く節で述べられる。第２に，
人的資源の戦略実行，財務業績・企業価値向上への貢献のモデルに関す
る先行研究を検討する。具体的には，人事・労務管理分野での戦略的人
的資源管理論における諸研究，並びに管理会計分野でのバランスト・ス
コアカード／戦略マップに関する研究のレビューを行い，そこでの限界
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と新たな研究課題を明らかにする。これは節で述べられる。そして最
後の節では本研究のまとめを行う。
 インタンジブルズとしての人的資源の意義と管理上の特有の
問題
先の定義からもわかるように，インタンジブルズにはさまざまなもの
が含まれる。人的資源も，その１つとして位置づけてよいと思われるが，
まずはそれを確認したい。その上で，インタンジブルズとしての人的資
源には，他のインタンジブルズとは異なる特徴とそれに伴う管理上の特
有の問題が存在することを明らかにする。
１．インタンジブルズとしての人的資源
BlairとWallmanによれば，インタンジブルズは次の３つに分類され
る。第１が，所有，売却が可能な資産であり，例として特許権やブラン
ド・商標などがある。第２が，コントロール可能（限定的ではあるが，
所有していると理解できる）であるが，分離して売却することができな
い資産であり，例として開発途上の研究開発投資やレピュテーション，
独自の経営管理システムや業務プロセスがある。そして第３が，企業に
よって完全にはコントロールできないインタンジブルズであり，例とし
て人的資本やコア・コンピテンシー，組織資本，リレーションシップ資
本がある（Blair and Wallman,２００１, pp.５１―５５. ただし，括弧内筆者）。
すなわち，彼らはインタンジブルズとしての人的資源を，その管理が最
も難しい「資産」と位置づけている。
同様にLevも，インタンジブルズの関連要素として，新発見，組織上
の慣行，そして人的資源の３つを挙げている（Lev, ２００１, pp.６―７）。こ
こでも，インタンジブルズの主要な要素として人的資源が提示されてい
る。
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これら諸見解に基づけば，人的資源はインタンジブルズの一要素とし
て位置づけてよいと思われる。本稿では，具体的には，人的資源として，
人及び人的組織の持つ知識や能力，高い動機づけを指すものとする。
２．インタンジブルズとしての人的資源の特徴と管理上の問題
人的資源は，インタンジブルズの一要素として位置づけてよいと考え
られるが，しかし，他のインタンジブルズの要素とは異なる特徴と問題
が存在する。それは，もたらされるベネフィットの専有可能性が不完全
である（インタンジブルズから生じるベネフィットに関する部分的排除）
という特徴と，それに伴う管理上の問題である。
CollisとMontgomeryは，企業が持つ資源の価値は次の３つの要素と
の相互作用のなかで創造されるとする。それは，顧客デマンドの充足，
資源の希少性，資源がもたらす利益の専有可能性である（Collis and
Montgomery, １９９８, pp.３０―３７）。すなわち，価値の高い資源は，顧客が
すすんで支払うような価格で顧客ニーズの充足に貢献するものでなけれ
ばならないし，競争優位をもたらす資源は，一般的資産ではありえず，
資源の希少性が長期にわたって持続する必要がある。そして，資源に
よって創出された利益を実際に誰が獲得するのかが最後に問題となる。
資源の法的所有者ですら，必ずしも利益を独占できるとは限らないので
ある。
インタンジブルズとしての人的資源は，このうちの「資源がもたらす
利益の専有可能性」という要件を完全には満たさない。なぜならば，企
業は従業員を法的な意味において「所有」しているとはいえず，したがっ
て企業にとって重要な知識・ノウハウを持った従業員が辞職することや
他企業へ移ることを止めることはできないからである。
同様に，Levも，インタンジブルズを管理する能力にはさまざまな制
約があることを指摘するなかで，人的資源についてはインタンジブルズ
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から生じるベネフィットを他者が享受することを完全には排除できない
として，部分的排除の問題を指摘している（Lev, ２００１, p.３３）。具体的
には，企業が従業員訓練に投資する場合，訓練を受けた従業員が転職す
ると，他企業（広い意味では社会全体）がそのような投資からベネフィッ
トを受けることになる。これも，企業は従業員を法的な意味において
「所有」しているわけではないことに起因する。
すなわち，人にかかわるインタンジブルズを人的資源としてマネジメ
ントするには，その前提として，このような人的資源を企業に長期にと
どめ，人的資源が生み出すベネフィットを出来る限り企業が専有できる
ような状態が維持されなければならない。そこでは，まず，従業員の持
つ知識やノウハウを特許化するといった，所有，売却可能な資産に変換
することが求められるが６），多くの場合それはごく一部に限定される。
そこで，有用な従業員（の持つ知識や能力）を企業に長期につなぎとめ
る仕掛けとして，退職や転職が不利になるような仕組みが重要になる。
具体的には，有能な従業員やすぐれた成果を出す従業員に対して高い報
酬を提供する報酬制度や，企業特殊性の高い能力開発，やりがいや仕事
の意義・楽しさを提供する職務環境，終身雇用の組織文化などである。
これらのうちの一部は伝統的に日本企業において採用されてきたし，そ
れは従業員教育に熱心な制度・文化と高い親和性を持ってきたと考えら
れる。
反面で，上記のような仕組みには固有のコストや組織的制約が伴う。
６）BlairとWallmanは，人的資源に代表される「企業によって完全にはコントロー
ルできないインタンジブルズ」について，企業は法的所有権を持たないが，
実際にはこれらの開発・維持・活用に何ら影響力を及ぼし得ないわけではな
く，経営者としての重要な仕事の１つは，このようなインタンジブルズを，
コントロール可能ではあるが分離して売却することができない資産，または
所有，売却が可能な資産へと変えることであるとしている（Blair and Wall-
man,２００１, pp.５５―５６）。
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具体的には，有用な従業員に対して高い報酬を提供する報酬制度では追
加的な報酬コストが生じ，企業特殊性の高い能力開発は従業員能力の汎
用性の低下や環境対応力の低下につながる。また，やりがいや仕事の意
義・楽しさを提供する職務環境，終身雇用の組織文化は必ずしも全ての
企業で等しく実現できるとは限らない。
日本企業においては伝統的に人的資源を企業につなぎとめる仕組みが
ある程度機能してきたし，そのような仕組みが機能しやすい状況が保た
れてきたとはいえるものの，インタンジブルズとしての人的資源のマネ
ジメントを制度化し，有効に機能させるに際し，もたらされるベネ
フィットの専有可能性の保持，向上は人的資源にかかわる重要な問題の
１つであり続け，その重要性はますます高まると考えられる。
 人的資源の戦略実行，財務業績・企業価値向上への貢献モデ
ル―意義と研究課題―
このような人的資源を戦略実行，財務業績・企業価値へどのように結
びつけるかについて，そのモデルに関する先行研究を検討する。先述の
通り，人的資源と財務業績，企業価値とのつながりのモデル化や実証に
おいて，従来，人的資源に関する研究は一般に人事・労務管理論の領域
において，財務業績や企業価値に関する研究は一般に会計学，特に管理
会計論の領域において，それぞれ行われてきた。そのため，両研究領域
を包摂する学問的成果の蓄積は極めて乏しい。
そのようななか，近年，それぞれの研究領域において，関心を同じく
する諸研究が見られるようになった。本稿でとりあげるのは，人事・労
務管理論の領域において戦略実行に資する人的資源の管理を指向する戦
略的人的資源管理（以下，戦略的HRM）論の研究と，管理会計論の領
域においてインタンジブルズとしての人的資源をマネジメント・システ
ムに明示的に組み入れるバランスト・スコアカード（以下，BSC）／戦
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略マップに関する研究である７）。後に指摘するように，両研究には高い
共通性と，それゆえに共通する意義と問題，新たな研究課題が存在する。
１．戦略的HRM論における研究
企業経営における主要な要素としての人の管理は，実務，学術研究と
もに，その対象領域が多岐にわたる。そのなかで，経営における戦略の
重要性の高まりと戦略論の進展に伴い，戦略との連携，戦略実行による
企業業績への貢献を明確に意識した研究が行われるようになる。そのよ
うななかから生まれたのが戦略的HRM論である。論者によってその定
義は必ずしも定まっていないが，岩出は，戦略的HRM論について「シ
ステム理論と経営戦略論の融合から生まれたHRMへのマクロ的なアプ
ローチであり，また「環境―戦略―組織構造―組織過程―業績」といっ
たコンティンジェンシー的組織論・管理論のパラダイムに則り，HRM
の組織業績に対する貢献性を全体組織レベルで議論していくもの」とし
て，そのロジックを次のように整理している（岩出，２００２，５９―６０ページ）。
 企業を全体システム（a whole system）と理解し，HRMをその
システムを構成する部分システム（sub-system）と認める。
 部分システムとしてHRMは，個々のHR施策といった構成要素
（modules）で構成されていると理解する。
 企業の外部環境として競争市場を措定し，環境適応のための企業
の対応を競争戦略の決定・実行と理解する。その際，環境適応とは，
競争市場で優位に立つこと，生き残ることを意味している。
 HRMには，企業の部分システムとして，企業業績への貢献性が
問われねばならない。したがってHRMの最終的な有効性評価の基
７）戦略的HRMの研究と管理会計を中心とする業績管理システム研究との統合的
研究の必要性を唱えるものとして，内山（２００９a）（２００９b）がある。
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準も，戦略評価と同レベルにある収益性を中心とした財務業績とさ
れる。労働生産性の向上，離職率や欠勤率の低下といったHRMの
直接的成果となるHR成果は，企業業績への中間的な媒介項（media-
tors）とされていく。
 したがってSHRM（筆者注：戦略的HRMのこと）の基本的な問
題意識は，全体組織レベルにおいて，戦略の実行に資する最善の
「HRMの編成」（a system of HR practices）を考えていくことに
ある。すなわちHRMのモジュールとなる個々のHR施策そのものに
関心を寄せるのではなく，個々のHR施策の組み合せとなるシステ
ムとしての「HRM制度」の構築を追究する制度論となって現れる。
ここでわれわれが注目すべきは，戦略的HRM論においては，競争市
場としての外部環境への適応として競争戦略の決定，実行がなされ，
HRMはその戦略実行を通じた企業業績への貢献性によって評価され，
その最終的な有効性評価の基準は，戦略評価と同レベルにある収益性を
中心とした財務業績とされる点である。手段としてのHRMという部分
を除けば，その主眼もアプローチも，管理会計を中心とする戦略的マネ
ジメント・システムと一致する。ここに，管理会計を中心とする戦略的
業績管理システム研究との融合の可能性と必要性が認められるのである。
このような戦略的HRM論は，１９９０年代以降の戦略の重要性への認識
と，戦略論の隆盛が契機となっている。殊に，「資源ベース・ビュー
（resource-based view）」による「競争優位」概念は戦略的HRM論の
理論的支柱となる。なかでも，Barney（１９９１）が示した，物的・人的・
組織的資源が競争優位を持つ４つの条件，すなわち価値がある，希
少性がある，完全な模倣が困難（その要因としての歴史依存性，因果
的曖昧性，社会的複雑性の存在），代替できない，に基づき，持続的
競争優位の源泉として人的資本のストックを主張する研究（Wright et
al.,１９９４）や，HRMこそが歴史的影響や因果曖昧性，社会的複雑性ゆえ
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に模倣困難であるとして競争優位の源泉であると主張する研究（Boxall,
１９９６; Becker et al.,１９９７）が見られるようになる。また，戦略と整合し，
企業業績につながるHRMシステムの実証研究（Huselid, １９９５; Delery
and Doty,１９９６; Youndt et al.,１９９６）も行われるようになる。
ここで，このような戦略的HRM論の特徴を明確にするために，それ
以前に示された初期のHRMモデルの代表として，Beer et al.（１９８４）に
よる「HRM領域のマップ（Map of the HRM Territory）」を取り上げ
る。Beer et al.（１９８４）は，１９８１年にハーバード・ビジネススクールに
おいて人材戦略の科目として世界で初めてHuman Resource Manage-
mentの科目が設置された際のテキストとして著されたものである（訳
書，ページ）。図表３に示した「HRM領域のマップ」のポイントとし
て，次の４点を指摘できる。第１に，HRMを規定する状況的要因にビ
ジネス戦略を明示している。第２に，しかし戦略のみによってHRMが
規定されるのではなく，多様なステークホルダーを認識している。第３
に，HRMによる成果を短期的なものと長期的なものとに分けて設定し
ている。具体的には，短期的成果に従業員のコミットメントの向上や能
力の向上，コスト効果性８）などを置き，それらが長期的に組織の効果性，
従業員の幸福や社会全体の幸福につながるとしている。そして第４に，
これらの一連のつながりに循環性を認め，HRMによる上記のような成
果が戦略などの状況的要因やステークホルダーの利益に影響を与え，そ
れらが再びHRMを規定していくという関係が考えられている。このな
かで，戦略的HRM論との対比で重要な点は，「HRM領域のマップ」が
示すところでは，戦略は，その重要性を無視できないものの，HRMシ
ステムを規定する複数ある要因の１つに過ぎないということである。ま
８）ここでの「コスト効果性」とは，人的資源に関する諸制度内における，給与
や福祉，離職率といった観点からのものに限定される。経営活動全体レベル
でのコスト効果性やそれを含めた企業業績は，「組織の効果性」に含まれる。
千葉大学 経済研究 第２４巻第３・４号（２０１０年３月）
（３０５） １３
た，同様に，HRMの成果である財務的成果は，これもその重要性を無
視できないものの，HRMシステムが貢献する複数ある対象の１つとし
て位置づけられることである。
これに対して，戦略的HRM論が示すモデルはどのようなものであろ
うか。図表４は，さまざまな戦略的HRM研究に基づいて守島（１９９６）
が示した戦略的HRM論によるモデルを，その後の研究を踏まえて筆者
が一部改めたものである。Beer et al.（１９８４）が示したHRMモデルと比
較して，このような戦略的HRM論によるモデルには次のような２つの
顕著な違いが指摘できる。第１に，HRMシステムを規定する要因が戦
略に限定されていることである。別言すれば，多様な規定要因を組み入
れるBeerたちのモデルとは異なり，守島が要約する戦略的HRM論によ
るモデルは，その意味で戦略実行に焦点を絞ったものとなっている。第
２に，HRMの最終的貢献が企業業績，それも財務的なものにほぼ限定
されていることである。この点も，Beerたちの示すモデルがHRMの長
図表３ 「HRM領域のマップ（Map of the HRM Territory）」
出典：Beer et al.（１９８４）, p.１６.
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期的成果を組織の効果性のみならず従業員の幸福や社会全体の幸福にま
で広げているのとは極めて対照的である。
上記２点は，モデルに含まれる要素が限定されるという点で，研究上，
モデルの構築やその検証が行いやすいというメリットをもたらす。しか
し反面で，それは後述するようないくつかの限界や課題につながるもの
でもある。
２．BSC／戦略マップにおける研究
当初，業績評価における財務業績偏重への反省からKaplanとNorton
によって生み出されたBSCは，戦略マップという新たな仕組みも加わり，
戦略との連携を強化させてきた。BSC／戦略マップの研究は，近年では
インタンジブルズを戦略実行にどのように結びつけるかという観点でも
行われている９）。具体的には，Kaplan and Norton（２００１）において，
BlairやLevの研究に触れつつ，インタンジブルズ（顧客関係，革新的な
製品とサービス，質が高く応答性のすぐれた業務プロセス，ITとデー
タベース，従業員の組織能力，スキル，モチベーション）とそのマネジ
９）BSC・戦略マップをめぐる研究の歴史的変遷については，内山（２００８）を併
せて参照されたい。
図表４ 戦略的HRM論によるモデル
出典：守島（１９９６），１０５ページ（一部改）。
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メントの重要性を早くから指摘している。Kaplan and Norton（２００４）
では，インタンジブルズを人的資本，情報資本，組織資本の３つに分類
し，BSC／戦略マップを使って，これらインタンジブルズの創出と戦略
への「アラインメント（整合）」を図ることを提唱し，その創出・整合
の評価としての「レディネス」概念を提示している。また，Kaplan and
Norton（２００６）では，インタンジブルズの創出と活用に支えられた戦略
の記述と実行に向けた，企業全体としての戦略へのアラインメントによ
る「シナジー」を強調している。
Kaplan and Norton（２００４）によると，戦略にアラインメントされた
人的資本のマネジメントは次のようなステップを経て行われる。まず，
戦略マップの重要な内部プロセスの視点の達成のために個人に対して求
められるコンピテンシーに基づき，このようなコンピテンシーを持つ従
業員が就く戦略的職務群を識別する１０）。続いて，識別された戦略的職務
群において従業員が成功を収めるのに必要な知識，スキル，価値観を記
述する。これらはジョブ・ファイルまたはコンピテンシー・ファイルと
呼ばれる。そして，戦略的職務群を構成する従業員の現時点での能力と
コンピテンシーを，戦略において求められる知識・能力という観点から
評価する（人的資本レディネス）。その上で，それに基づいた人的資本
の育成プログラムの構築と人的資本レディネスの報告を行う（Kaplan
and Norton,２００４, pp.２２５―２３７）。
ここから看取できるように，従業員の能力開発の基礎を重要な戦略的
目標に置き，通常４つの視点のうち，その最終的な貢献を財務的なもの
（財務の視点）とする点で，人的資源に関してBSC／戦略マップが示す
モデルは，先の戦略的HRM論と完全な共通性を持つ。現に，戦略的
１０）戦略的HRMにおいて，高い業績をあげる職務システムの要素として選択的な
人員の採用・配置がしばしば取り上げられる（Snell and Dean,１９９２）が，こ
れは戦略的職務群の考え方と類似する。
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HRMにおいても，BSC／戦略マップにおいても，人的資源の戦略への
整合はともに「アラインメント（alignment）」と呼ばれる。また，イン
タンジブルズとしての人的資源の重要性に着目し，早くから人的資源や
そのマネジメントが果たす戦略実行への貢献を強調しているUlrichらに
よる一連の戦略的HRM研究において，BSC／戦略マップの考え方やフ
レームワークはしばしば引用，紹介されている（Ulrich,１９９７; Becker et
al.,２００１; Ulrich and Smallwood,２００３; Ulrich and Brockbank,２００５）。す
なわち，BSC／戦略マップが示すモデルは，少なくとも人的資源に関す
る限り，戦略的HRM論と共通性の高いモデルであると位置づけること
ができる。
３．戦略的HRM論とBSC／戦略マップにおけるモデルの問題と新たな
研究課題
このように，インタンジブルズとしての人的資源について，戦略によ
る規定と戦略実行を通じた企業業績への貢献とを強調するという点で，
戦略的HRM論におけるモデルとBSC／戦略マップにおけるモデルには
完全な共通性が認められる。反面で，そのことは内在する限界や課題に
ついても共通性が高いということを意味する。ここでは，人的資源の戦
略実行，財務業績・企業価値向上への貢献について，戦略的HRM論，
並びにBSC／戦略マップで示されるモデルの限界と新たな研究課題につ
いて，次の２つの段階に分けて検討する。
第１に，戦略的HRM論，BSC／戦略マップが示すモデルが置く，「環
境（の変化）―戦略の策定―戦略に整合した人的資源（知識・能力）の
開発と動機づけ―財務業績の達成・向上」というフレームワークに伴う
問題である。第２に，戦略的HRM論，BSC／戦略マップが示すモデル
の上記フレームワークを包摂した新たなモデルの構築に向けた研究課題
である。
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 戦略的HRM論，BSC／戦略マップが示すモデルに共通するフレー
ムワークに伴う問題
ここまで見てきたように，戦略的HRM論，BSC／戦略マップが示す
モデルでは，「環境（の変化）―戦略の策定―戦略に整合した人的資源
（知識・能力）の開発と動機づけ―財務業績の達成・向上」というフレー
ムワークを置く。このようなフレームワークに見出される問題として，
次の３点を指摘することができる。
第１に，人的資源とそのマネジメントはあくまでも戦略実行に対する
手段にとどまり，その意味で，人的資源が戦略からトップダウン的，別
言すれば，受動的，後追い的に規定，管理されるという限界がある。つ
まり，人的資源やその管理からする戦略のあるべき姿という視点や議論
が欠如しているのである。
第２に，人的資源の管理に関する活動領域が，能力開発や動機づけと
いったものに限定されており，他方で，人的資源やそのマネジメントの
最終的な目的も，戦略実行を通じたコスト効果性や利益，収益性といっ
た経済的，財務的なものにほぼ限定されているという限界がある１１）。
そして第３に，人的資源やそのマネジメントについての議論が極めて
制度志向的であり，このことが日々の環境の変化に対する柔軟性や対応
力の低下につながるという指摘がある（野中・徳岡，２００９）。この点に
関しては，例えば，戦略とのフィットに加え，柔軟性を取り込んだ
HRMの構築を提唱するWright and Snell（１９９８）の研究があるものの，
しかしそこではあくまでも環境の変化，戦略の変化にHRM制度をいか
に素早く適合させるかという視点で議論が展開されており，戦略に対し
て受動的，後追い的であるという限界の克服にはつながっていない。
１１）Guest（１９９７）, p.２６４。ただし，GuestはBSCが多様なステークホルダーに関す
る多様な成果指標を用いていることは評価している。
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 戦略的HRM論，BSC／戦略マップが示すモデルのフレームワーク
を包摂した新たなモデルの構築に向けた研究課題
限界，問題として取り上げた上記諸点は，しかし反面では，モデルが
持つ特徴であり，利点も持ち合わせる。そこで，次に，上記のような限
界・問題を認識した上で，仮に戦略的HRM論やBSC／戦略マップが示
すモデルに見られるフレームワークを是とした場合，それを包摂した新
たなモデル，すなわち統合的業績管理システムの構築に向けて，以下の
ような研究課題を指摘することができる。
第１に，戦略的HRM論，BSC／戦略マップがこれまで前提としてき
た戦略は基本的に計画的戦略であり，そこで，創発戦略をどのように位
置づけるかという課題が新たに指摘できる。例えば，野中・徳岡（２００９）
は，「現場の持つ環境認識の適切な解釈と組織運営への反映が人事の力
量」（９３ページ）であると主張する。このような考え方に基づけば，む
しろ人の持つ知識や能力からする戦略の創発にマネジメントは注力すべ
きであり，そのような視点に基づくモデルの検討が必要であると思われ
る。しかし，これまで人的資源からする戦略の構築や改変といった議論，
研究は全くといっていいほど行われていない。
第２に，人的資源による戦略の創発にとどまらず，さらに経営環境を
変えていくような戦略をどのように捉えるかという課題が存在する。例
えば，シーズ主導の研究開発による新市場の開拓といった，成熟した経
済において重要性の高い経営のあり方は，人的資源に関してこれまで全
く議論されていない。
そして第３に，われわれ管理会計の立場から，人的資源に関する投資
についての「コスト・ベネフィット分析」のための計算構造の構築が，
モデルの検討のなかで併せて行われなければならないと考える。計画的
戦略に基づいて人的資源を創造し，戦略実行を通じた企業業績への人的
資源の貢献を追求した場合，そのような人的資源への投資には当然にコ
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ストが生じ，このコストと後にもたらされるベネフィットとの兼ね合い
がマネジメント上の問題となるからである。
最後の点を，いま少し検討したい。先に，人的資源会計について，個
人の経済的価値の測定に関する研究と人的組織の経済的価値の測定に関
する研究を取り上げた。「価値の二元性」という言葉に言われるように，
経済的価値の会計的測定は，犠牲価値に基づく測定と効益価値に基づく
測定とに分けられる。図表１をもとにした図表５に示されるように，個
人の経済的価値については，採用や教育訓練，報酬などのコスト（犠牲
価値）で会計的測定が行われ，他方，人的組織の経済的価値については，
組織が獲得する収益，利益などのベネフィット（効益価値）によって会
計的測定が行われるのが一般である。そして，基本的にその逆は難しい
といえる。なぜなら，個人の経済的価値をその効益価値の面から個別に
把握することは，営業などの一部職務や職位を除いて極めて難しく，ま
た人的組織を構築するのにかかったコストを歴史的に全て明確に把握す
ることは，これもまた極めて難しいからである。つまり，人的資源会計
における諸研究が，個人の経済的価値の測定に焦点を当てるものと人的
組織の経済的価値の測定に焦点を当てるものとに大別されるのも，上記
観点からすると決して偶然ではないと考えられる。ここに，大きな断絶
図表５ 人的資源に関する「コスト・ベネフィット分析」
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が存在していると見ることができる。本稿で取り上げたインタンジブル
ズとしての人的資源の管理を組み込んだ統合的業績管理システムに向け
た新たなモデルの構築は，この両者を結びつけるという点で，「コス
ト・ベネフィット分析」のための計算構造の構築と表裏一体にあると考
えられる１２）。
 まとめ
本稿では，インタンジブルズとしての人的資源の意義，特徴と，それ
に伴う管理上の特有の問題を明らかにするとともに，人的資源の戦略実
行，財務業績・企業価値向上への貢献のモデルに関する先行研究を検討
し，限界と新たな研究課題を指摘した。
まず，インタンジブルズ全般については，そのマネジメント・システ
ムの構築にあたり，他の経営要素，特に戦略とのかかわりが不可欠であ
る。また，人的資源については，そのベネフィットの専有可能性が不完
全であるという特有の問題が存在し，その解決の仕組みをどのように実
現し，維持するかが，マネジメントの前提として考慮すべき課題となる
ことを指摘した。
人的資源の戦略実行，財務業績・企業価値向上への貢献のモデルにつ
いて，その先行研究として，人事・労務管理分野における戦略的HRM
論の諸研究，並びに管理会計分野におけるBSC／戦略マップの研究を検
討した。両者が示すモデルは高い共通性を持ち，今後の研究にとって有
１２）「慶應義塾大学経商連携グローバルCOEプログラム」による実態調査によると，
日本企業では，採用費用（６点スケールで，平均値４．６４）及び教育・研修費
用（同，平均値４．６２）ともに，コストを個別に管理している度合いはある程
度高いと思われる。しかし，人的資源にかかわるコストは，上記以外にも報
酬制度に関するものや人員配置・ローテーションに関するものなど多岐にわ
たる。また，管理会計の立場からすると，支出原価のみならず機会原価にあ
たるものも含めて分析されることが理想である。
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力な足掛かりとなるものの，反面で限界と課題も認められた。具体的に
は，モデルの持つ「環境（の変化）―戦略の策定―戦略に整合した人的
資源（知識・能力）の開発と動機づけ―財務業績の達成・向上」という
フレームワークそのものに内在する限界と，それを認識した上で，上記
フレームワークを包摂する新たなモデル，すなわち統合的業績管理シス
テムの構築に向けた研究課題を指摘した。
今後は，これら限界と課題の解決に取り組むことで，戦略及び管理会
計との有機的連携を実現したモデルの構築に向けて研究を進めるととも
に，インタンジブルズとしての人的資源の定義や内容，人にかかわるイ
ンタンジブルズを指す「人的資源」，「人的資産」，「人的資本」の呼称の
整理といった，議論・研究の精緻化を目指したい。
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Summary
The Management of Human Resources as Intangibles, and
Management Accounting: For Integrated Performance Man-
agement Systems
Akihiko UCHIYAMA
In today’s business, the importance of intangibles is immeasurable.
With the shift of the source of corporate value; from tangible assets to
intangible assets, the priority of management is also shifting over to
intangibles. In this article, we bring focus into intangibles related to
human resources, that is, knowledge, capability and high motivation of
people and organization, and examine the meaning and problems for
constructing of performance management systems integrating the
management of human resources as intangibles（integrated perform-
ance management systems）.
We take two steps. First, we investigate the meaning of human re-
sources and proper problems that relate to the management of human
resources as intangibles. Next, we examine the prior studies that
show the model of the relations between strategy execution, financial
performance and corporate value and human resources as intangibles,
and then point out their problems and new research questions.
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